
 

 1 

再  評  価  書 

事 業 名     広域漁港整備事業 事業区分 波切
（なきり）

漁港 室   名 水産基盤室 

平成６年 ～    

平成２０年（予定） 

       百万円(負担率：国：県：他) 

２，９４２百万円 ( 50：40～25：10～25 ) 
事業概要 

工   期 

(下段：当初) 平成６年 ～ 

平成１７年（予定） 

全体事業費 

(下段：当初)        百万円(負担率：国：県：他) 

３，３７４百万円 ( 50：40～25：10～25 ) 

事 業 目 的 及 び 内 容 

 当地区は、三重県志摩半島の東端部大王崎
だいおうざき

の東側に位置し、古くからかつおの一本釣り等遠洋漁業の陸揚げ基

地として栄えてきました。付近一帯は岩礁に富み、大王崎の難所として船人達に知られ、かつ優良な漁場となっ

ており、一本釣り、定置網、採貝藻
さいかいそう

漁業等が盛んであります。また、地区内でも陸揚げされた漁獲物を加工して

おり、水産業が地域の産業の中心となっています。 

 当漁港は、基本施設の整備はほぼ完了したものの、太平洋に直面しているため、台風及び発達した低気圧の高

波が防波堤から越波したり、港口からの進入により港内静穏度
せいおんど

が悪く、漁獲物の陸揚げ、出漁準備作業に危険が

伴ったり、漁船を他港に避難させなければならない状況にあります。そのため、出漁回数の減少や、労働環境の

悪化などに影響をおよぼしています。 

そこでこれらを改善するため、平成６年度から全体計画事業費３，３７４百万円として波切漁港修築事業に着

手しました。 

平成１２年度における再評価時点での事業内容は、次のとおりでした。 

 

① 外郭施設  東防波堤改良L=70m、西防波堤改良L=160m､中突堤L=180m 

          西突堤L=120m、東突堤L=150m 

② 水域施設  －5.0m泊地浚渫A=450㎡、－2.0m泊地浚渫A=5,000㎡ 

③ 輸送施設  道路L=240m 

④ その他   遊漁船*1係船岸L=90m 

          

事 業 主 体 の 再 評 価 結 果 

１ 再評価を行った理由 

 平成１２年度の再評価実施後５年を経過し、なお事業継続中ですので、三重県公共事業再評価実施要綱第２条

（３）に基づき再評価を行いました。 

２ 事業の進捗状況と今後の見込み 

① 平成６年度から事業に着手し、平成１７年度までに東防波堤改良、西防波堤改良、中突堤、東突堤、西突

堤の外郭施設の整備が完了し、静穏度は向上してきています。 

② 事業の進捗は、事業費で平成１７年度末までに８１％完了し、残事業は１９％となっています。 

今後も、厳しい財政状況が続くと予測されますが、効率的な事業の計画を行い、平成２０年度には全

体計画を完了する見込みであります。 

３ 事業を巡る社会経済状況等の変化 

 （１）全体計画の変更 

    当地区は、第９次漁港整備長期計画（計画期間は平成６年度から平成１２年度まで）の中で、波切漁港

修築事業として整備を行いました。平成１２年度再評価時点では、これまでの長期計画期間が５年とされ

ていたことから、整備年度を平成１３年度から平成１７年度までの５ヶ年の整備計画としていました。平

成１４年度の漁港漁場整備法の改正に伴い、県営広域漁港整備事業として平成２０年度まで整備を進める

ことになりました。 

    この時、志摩市（旧大王町）や地元漁協とも協議を行い、次項のとおり事業内容の精査を行い事業費

２，９４２百万円（４３２百万円減）で全体計画を変更しました。 
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① 外郭施設  東防波堤改良 L=70m，西防波堤改良 L=283m（123m増） 

        中突堤 L=170m（10m減），東突堤 L=150m，西突堤 L=120m 

② 水域施設  －5.0m泊地浚渫 A=450㎡，－2.0m泊地浚渫 A=5,000㎡（廃止） 

③ 係留施設  耐震岸壁 L=80m（新設），防暑雨施設*2 L=65m（新設） 

④ 輸送施設  道路 L=240m 

⑤ 用地    用地整備 1式（新設） 

⑥ その他   遊漁船係船岸 L=90m（廃止） 

 

・ 西突堤・中突堤の実施に伴い詳細設計を行った結果、断面形状が縮小になりました。 

・ －２．０ｍ泊地深浅測量の結果により浚渫を廃止しました。 

・ 漁船と遊漁船の事故を防止するため、遊漁船係船岸を計画していましたが、プレジャーボート等、減

少傾向なため、遊漁船係船岸を廃止しました。 

・ 西防波堤からの越波を防止するため、西防波堤の改良Ｌ＝１２３ｍ増工することとしました。 

・ 漁獲物の鮮度低下及び陸揚げ作業従事者の就労環境を改善するため、防暑雨施設Ｌ＝６５ｍを増工す

ることとしました。 

・ 阪神淡路大震災の教訓をうけ、三重県地域防災計画では志摩半島の防災拠点港として位置づけてお

り、震災発生時の緊急物資輸送基地としての役割も担うことから、耐震強化岸壁Ｌ＝８０ｍを増工す

ることとしました。 

 

 （２）周辺環境の変化 

     当地区の陸揚量は１，７２１ｔ（Ｈ１２）から、１，５５１ｔ（Ｈ１５）と５年間で１７０ｔ減少し

ているものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

このようななか、志摩の国漁業共同組合は、県下４６漁協（組合員数１５，８２３人）の中で平成１

４年の漁協合併に伴い組合員数３，７２７人（Ｈ１７）と最大の漁業協同組合となりました。 

また、当漁港は国道２６０号へのアクセスがよく、古くから仲買人も多いことから、かつお漁を中心

に和歌山県等の県外漁船の水揚げが多く、志摩の国漁協の基幹陸揚げ漁港として広域的な役割を担って

います。 

     さらに、近年危惧されている東海・東南海地震に対処するため、耐震強化岸壁*3の整備が急務であり、

漁港機能のみならず、志摩半島の防災拠点としての役割も担う重要な港として早急な完成が望まれてい

ます。 

 

 （３）財政状況の変化 

     本県の厳しい財政状況でありますが、平成２０年の完成を目標に、さらにコスト縮減を進めることと

しています。 

４ 事業採択時の費用対効果分析の要因の変化、地元の意向の変化等 

４－１ 費用対効果分析 

Ｂ（総便益額）＝３，９８５百万円   

      Ｃ（総費用額）＝３，３３７百万円 

      Ｂ／Ｃ（費用便益率）＝１．１９ 

 ４－２ 地元の意向 

   志摩市及び周辺自治会からは、耐震強化岸壁の早期完了について強い要望をいただいております。 

 コスト縮減の可能性や代替案立案の可能性 

 

５－１ コスト縮減 

既設突堤撤去時に発生した消波ブロックを西防波堤（改良）へ流用し、約４百万円のコスト縮減を図って

います。 
今後も用地舗装において、再生路盤材及び再生アスファルト合材を使用するなど、積極的なコスト縮減に

努めます。 

５－２ 代替案 

   本地区は水揚げ・流通拠点並びに防災・避難拠点港にも位置づけられていることから、他地区において代

替できる港がなく、現計画が妥当であると判断しました。 
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再 評 価 の 経 緯 

当事業は平成１２年度に答申された再評価審査委員会の意見に対する対応を次のとおり行っています。 

１ 整備基準や将来計画、及び社会情勢の変化を踏まえた整備の必要性、シミュレーション結果などを活用した

整備効果についてわかりやすい説明を要望する。 

 

  →   今回、静穏度のシミュレーション（波高分布図）を説明資料に添付しました。 

 

２ 漁港整備に関しては、漁協合併などの広域化を踏まえた総合的な計画づくり、重点的な事業実施を図るべき

である。 

   

→  県内の漁協合併構想に基づき平成１４年７月に志摩市（旧志摩町、大王町、阿児町、浜島町） 

の１７漁協が合併し、志摩の国漁業協同組合が発足しました。この中で、当漁港を基幹漁港とし 

て陸揚げを集中させ、流通の効率化、魚価の安定を図ることとしており、早期に整備を完了す 

る必要があります。 

 

事 業 主 体 の 対 応 方 針 

三重県公共工事事業再評価実施要綱第３条の規定により再評価を行った結果、同要綱第５条第１項に該当する

と判断されるため、当事業を継続したいと考えています。 

 
用語説明 
＊１ 遊

ゆう

漁船
ぎょせん

  ・・・ 釣りなどのレクレーションに使用する船舶 
 
＊２ 防暑

ぼうしょ

雨
う

施設
しせつ

 ・・・ 消費者へ安心で安全な漁獲物を供給するため、直射日光や降雨から 
漁獲物を保護する屋根のある施設 

 
＊３ 耐震

たいしん

強化
きょうか

岸壁
がんぺき

 ・・・ 供用期間中に発生する確率が低いが大きな強度を持つ地震動（東海・ 
東南海地震など）に対して、生じる被害が軽微であり、かつ地震後 
の速やかな機能回復が可能な施設 
 


